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No 検討の論点
見直しの
契機

検討時期

3.0版案への反映内容と残課題11
月
WT

１
月
WT

２
月
WT

１
令和６年４月施行の障害者
総合支援法等の一部改正
の対応

制度改正 － － －

現時点において、「審査支払等システムのインターフェース仕様
書（案）」に対しては標準仕様書の見直しは不要と考えており、3.0
版案に反映していない。

【残課題】
「介護給付費等に係る支給決定事務等について」や「障害児通所
給付決定事務等について」の案を確認の上、必要に応じて3.0版
に反映する可能性がある。

なお、令和７年10月利用開始の就労選択支援の創設に伴う標準
仕様書の見直しは、令和６年度を想定している。

２
特別児童扶養手当証書の
廃止に伴う対応

制度改正 ○ － ○

省令改正案を踏まえた3.0版案について、11月WTで検討し、全国
意見照会のご意見等を反映した内容を２月WTで検討しており、
省令改正案を踏まえた対応は完了している。

【残課題】
令和５年政令第317号において、証書の廃止について令和６年７
月１日に施行することとなっているが、現時点において省令改正
検討中であるため、省令改正案のパブリックコメント等を踏まえ、
3.0版に反映する可能性がある。

３
公費負担医療のオンライン
資格確認の対応

制度改正
以外

○ ○ ○

【対応完了】
デジタル庁から提供されたPMH設計書を踏まえ、自立支援医療
のオンライン資格確認を行うために必要な機能は3.0版案に反映
している。

○ 各検討論点に対して、標準仕様書３．０版案で対応した内容及び残課題は、以下のとおりとなります。

１．標準仕様書3.0版案の対応内容と残課題（1/2）
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No 検討の論点
見直しの
契機

検討時期

3.0版案への反映内容と残課題11
月
WT

１
月
WT

２
月
WT

４
指定都市要件の「再検討」等について、必
要な要件を追加

制度改正
以外

－ ○ －

【対応完了】
指定都市要件検討分科会における検討や指定都
市向け意見照会を実施し、必要な機能を3.0版案に
反映している。

５

指定都市要件の指定都市以外の市区町
村へ拡大
・指定都市要件の「成案」で、2.1版に反映
済の機能（３９件）について必要な機能
・検討の論点４で追加となった機能につい
て必要な機能

制度改正
以外

－ ○ －

【対応完了】
指定都市機能のうち、人口規模や大量処理のため
に必要な機能で標準化PMOツール等で意見をい
ただいている要件を拡大対象として、3.0版案に反
映している。

６
標準化PMOツールや関係省庁、検討会構
成員からのご意見・ご質問等を踏まえた見
直し

制度改正
以外

○ ○ ○

【対応完了】
令和５年度に寄せられたご意見について、WTの検
討を踏まえて3.0版案に反映している。

【継続検討】
自立支援医療のオンライン資格確認に伴う受給者
証の扱い等、令和６年度以降の検討としている９
件のご意見については、令和６年度に申し送りして
いる。

１．標準仕様書3.0版案の対応内容と残課題（2/2）

※ 3.0版案と整合するデータ要件・連携要件（基本データリスト、機能別連携仕様）は、令和６年４月改定で予定されています。

※ 正誤対応も行っており、3.0版案に含めております。改定種別が「補記」・「訂正」としている機能が正誤対応に該当します。

※ こども未来戦略会議（令和５年12月12日開催）で示された障害児に関する補装具費支給制度の所得制限の撤廃については

令和６年４月１日施行の予定ですが、標準仕様書への影響はない予定です。
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２．全国意見照会①（回答団体数と意見数）

○ 全国意見照会（令和６年１月29日（月）～２月９日（金） ）のご意見は、22団体より109件寄せられた。

※ 意見なしの回答207団体は含めておりません。

○ 制度改正や新たな政策に伴う標準仕様書の改定内容に対する回答も多く寄せられた。

自治体
分類

「特別児童扶養手当
証書の廃止に伴う対

応」
に関するご意見

「公費負担医療のオ
ンライン資格確認の

対応」
に関するご意見

「その他の見直し」
に関するご意見 回答団体合計

（実数）
意見合計

団体数 意見数 団体数 意見数 団体数 意見数 団体数 率 意見数 率

都道府県
（47）

１ １ ０ ０ １ ４ ２ 9.1% ５ 4.6%

指定都市
（20）

１ １ ４ ８ ６ 62 ６ 27.3% 71 65.1%

中核市
（62）

０ ０ １ ３ １ １ １ 4.5% ４ 3.7%

特別区
（23）

２ ３ ０ ０ ０ ０ ２ 9.1% ３ 2.8%

市町村
（1,636）

７ ７ ３ ６ ４ 13 11 50.0% 26 23.8%

合計
（1,788）

11 12 ８ 17 12 80 22 100% 109 100%
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２．全国意見照会②（意見集約結果）

○ 109 件のご意見のうち、10 件に対して3.0版案へ反映しています。

○ 継続検討としている事項はございません。

対応方針
「特別児童扶養手当証
書の廃止に伴う対応」
に関するご意見

「公費負担医療のオンラ
イン資格確認の対応」
に関するご意見

「その他の見直し」
に関するご意見

合計

件数 率

3.0版案へ反映 ３ ３ ４ 10 9.2%

未対応
（規定済、代替可等）

９ 14 76 99 90.8%

継続検討 ０ ０ ０ 0 0%

合計 12 17 80 109 100%



３．検討論点１：令和６年４月施行の障害者総合支援法等一部改正の対応(1/3)
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○ 「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（第45回）」(令和６年２月６日開催)において、以下のとおり令和６年度

障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容が示されています。

【出典】 「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（第45回）」(令和６年２月６日開催)

検討中の内容を含む

１～４について、現時点では標準仕様書の機能の見直しは不要と想定。



３．検討論点１：令和６年４月施行の障害者総合支援法等一部改正の対応(2/3)
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【出典】 「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（第45回）」(令和６年２月６日開催)

検討中の内容を含む

令和７年10月利用開始の就労選択支援の創設に
伴う標準仕様書の見直しは、令和６年度を想定。



３．検討論点１：令和６年４月施行の障害者総合支援法等一部改正の対応(3/3)
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○ 「障害福祉サービス等報酬改定等に係るインタフェース仕様書（案）等の提示について（その２） 」（令和６年２月29

日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課給付管理係）において、インタフェース仕様書（案）等の修正・追

加が示されています。現時点において、市町村事務に係る新たなインタフェースの追加は無いことから、標準仕様書

の見直しは行っていません。

検討中の内容を含む

○ 現時点では、「障害福祉サービス等報酬改定等に係るインタフェース仕様書（案）」が示されているが、「介護給付

費等に係る支給決定事務等について」及び「障害児通所給付決定事務等について」の見直しについても厚生労働

省、こども家庭庁で検討中であるため、見直し内容によっては、 3.0版に反映する可能性があります。

例：障害福祉サービス受給者証の帳票レイアウトの変更イメージ

現時点では帳票レイアウトの変更
のみを想定している。

現時点で示されている「障害福祉サービス等報酬改定等に
係るインタフェース仕様書（案）」においては、標準仕様
書の見直しはない。
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標準仕様書 追加 修正 削除 主な対応内容

障害者福祉システム標準仕様書（本編） なし なし なし －

（別紙１）業務フロー あり あり なし 「10 受給証明」を追加、亡失届不要に伴う修正 等

（別紙２）機能・帳票要件 あり あり あり 証書交付日を削除し証明書交付日を追加等

（別紙２）機能・帳票要件（指定都市） なし なし あり 証書の印字に関する機能（機能ID：0228038）を削除 等

（別紙３）帳票詳細要件 あり あり あり 帳票レイアウトの変更に伴う変更

（別紙４）帳票レイアウト あり あり あり 証書を削除、受給証明書を追加 等

○ 特別児童扶養手当証書の廃止は、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年12月20日閣議決

定）を踏まえ、地域の自主性及び自立性を高めるための改革を推進するために対応するものです。証書の廃止に伴

い、特別児童扶養手当に関する標準仕様書3.0版案は、以下のとおり対応しています。

なお、3.0版案は現時点における内容であり、省令改正等の検討中であるため、今後、変更する可能性があります。

４．検討論点２：特別児童扶養手当証書の廃止に伴う標準仕様書の見直し(1/3)

小分類 変更 主な対応内容

01 認定請求～認定 修正 「証書」に関する記載を削除、「証書の交付について」の出力・「証書受領書」の作成 等

02資格喪失 修正 「証書交付停止報告書」に関するコメントを削除 等

03所得状況届 修正 「証書受領書」の提出に関する記載の削除、受給証明書に関するコメントを追加 等

04有期認定 修正 「証書」に関する記載を削除、「証書の交付について」の出力・「証書受領書」の作成 等

05変更届（氏名・住所・口座・
再交付申請・証書亡失届等）

修正 再交付申請、証書亡失届に関する記載を削除

06額改定請求 修正 「証書」に関する記載を削除、「証書の交付について」の出力・「証書受領書」の作成 等

07年齢到達 － 変更なし

08一時差止 － 変更なし

09手当支払 － 変更なし

10受給証明 追加 新規追加

○ 特別児童扶養手当に関する標準仕様書（業務フロー）の3.0版案は、以下のとおり対応しています。

検討中の内容を含む
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○ 特別児童扶養手当に関する標準仕様書（機能・帳票要件）3.0版案の主な対応内容は、以下のとおりとなります。

４．検討論点２：特別児童扶養手当証書の廃止に伴う標準仕様書の見直し(2/3)

管理項目を以下のとおり変更している。
・「証書交付日」を削除
・「証書番号」から「番号」に項目名変更
・「証明書交付日」を追加
・「証明書要否コード」を追加

「証書記号」から「記号」
に項目名変更

検討中の内容を含む
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○ 特別児童扶養手当に関する標準仕様書（帳票レイアウト）の3.0版案は、以下のとおり対応しています。

４．検討論点２：特別児童扶養手当証書の廃止に伴う標準仕様書の見直し(3/3)

帳票名 省令・通知様式 変更点
01 市町村_特別児童扶養手当受給資格者名簿（表面）

市町村事務取扱準則 様式2号
修正 証書の交付・返付欄の削除、レイアウト調整

02 市町村_特別児童扶養手当受給資格者名簿（裏面） 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
03 指定都市_特別児童扶養手当受給資格者台帳（表面）

指定都市事務取扱準則 様式3号
修正 証書欄の削除、レイアウト調整

04 指定都市_特別児童扶養手当受給資格者台帳（裏面） 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
05 特別児童扶養手当関係書類提出書 市町村事務取扱準則 様式4号 － 変更なし
06 特別児童扶養手当証書受領書 市町村事務取扱準則 様式5号 削除
07 特別児童扶養手当住所・支払金融機関変更届処理済報告書 市町村事務取扱準則 様式7号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
08 証書の交付について － 削除
09 障害状態再審査（診断）請求書の提出について － 修正 「証書番号」の文言を修正
10 所得状況届の提出について － 修正 「証書番号」の文言を修正、提出書類から証書を削除
11 所得状況届 省令第4条 様式第6号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
12 現況届 － 修正 「証書番号」の文言を修正
13 特別児童扶養手当認定通知書 省令第17条 様式第11号 修正 「証書の記号番号」の文言を修正、裏面の注意を修正
14 特別児童扶養手当支給停止通知書 省令第17条 様式第11号の2 修正 「証書記号・番号」の文言を修正
15 特別児童扶養手当認定請求却下通知書 省令第18条 様式第12号 － 変更なし
16 特別児童扶養手当額改定通知書 省令第19条 様式第13号 修正 「証書記号・番号」の文言を修正
17 特別児童扶養手当額改定請求却下通知書 省令第17条 様式第14号 修正 「証書記号・番号」の文言を修正
18 特別児童扶養手当資格喪失通知書 省令第24条 様式第15号 修正 「証書記号・番号」の文言を修正
19 特別児童扶養手当受給資格者移管通知書 都道府県事務取扱準則 様式第7号 修正 「手当証書の記号・番号」の文言を修正

20 特別児童扶養手当有期認定通知書
「児童扶養手当法及び特別児童扶養手当法における
有期認定の取扱いについて」別紙様式

修正 「証書記号・番号」の文言を修正

21 特別児童扶養手当証書 「特別児童扶養手当証書の様式を定める省令」様式 削除
22 特別児童扶養手当認定請求書 省令第1条 様式第1号 修正 裏面の「証書番号」の文言を修正
23 特別児童扶養手当額改定請求書 省令第2条 様式第4号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、証書枠削除し整形、裏面の注意を修正

24 特別児童扶養手当額改定届 省令第3条 様式第5号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、証書枠削除し整形、裏面の注意を修正

25 特別児童扶養手当証書亡失届 省令第10条 様式第8号 削除
26 特別児童扶養手当資格喪失届 省令第11条 様式第9号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、裏面の注意を修正

27 未支払特別児童扶養手当請求書 省令第13条 様式第10号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
28 特別児童扶養手当記載事項変更届 － 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、証書枠削除
29 特別児童扶養手当転出届 － 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、証書枠削除
30 特別児童扶養手当障害状態再審査（診断）請求書 － 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正
31 支給停止解除通知書 指定都市事務取扱準則 様式7号 修正 「証書の記号・番号」の文言を修正、注意文を削除
32 特別児童扶養手当証書再交付申請書 － 削除
33 特別児童扶養手当所得状況届督促通知書 － 修正 「証書番号」の文言を修正
34 特別児童扶養手当支払対象者一覧表 － 修正 「証書番号」の文言を修正、記入例を修正
35 特別児童扶養手当受給証明書 － 追加
36 特別児童扶養手当受給証明申請書 － 追加

帳票詳細要件も合わせて
修正している。

検討中の内容を含む



５．検討論点３：公費負担医療のオンライン資格確認の対応(1/4)
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出典：内閣官房 令和５年６月２日 医療ＤＸ推進本部決定 「 医療ＤＸの推進に関する工程表（全体像）」

出典：令和５年６月２日医療ＤＸ推進本部決定「医療ＤＸの推進に関する工程表」

③ 令和８年度以降、公費負担医療のオンライン資格確
認の全国的な運用が求められている。

令和８年度以降の全国的な運用を見据え、
標準準拠システムの対応が必要となる。

① 自治体向け公募説明会（令和５
年6月30日 デジタル庁）を開催

② デジタル庁が実施



５．検討論点３：公費負担医療のオンライン資格確認の対応(2/4)
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○ デジタル庁が規定するPMHに関する仕様書等を踏まえ、PMHと連携するための検討論点及び対応方針は以下

のとおりです。

※ PMHとの連携に係る仕様書は、デジタル庁HP（ https://www.digital.go.jp/policies/health ）に掲載されています。

No 検討論点 事務局の見解 主なご意見 対応方針

１
連携頻度は、1日1回
以上の頻度でよいか

自動化できる部分であるため、可能で
はないか

地方単独医療費助成では、連携頻度を
随時（5分おきなど）にすることは可能か

1日1回以上の連携頻度であれ
ば問題ない

２
連携データは、毎回、
全件（差分は不可）で
よいか

回線利用料、帯域利用による他処理
への影響、処理時間等の増加要因と
なるため、当初は全件、以後は差分が
適切と考える

対象者が多いため、毎回全件送信とな
ると多大な送信時間の増加やネットワ
ーク負荷が予想されるため、差分として
ほしい

「全件又は差分」に変更し、「差
分連携を推奨」を追記している

３
適合基準日は令和8
年4月1日でよいか

令和８年度以降の全国的な運用を見
据えた政策上必要な機能である

特になし
実装必須機能は適合基準日を
令和8年4月1日としている

４
登録する履歴データ
に不明点はないか

毎回全件の場合は処理日時点で有効
期間が有効又は未来のデータでよい
か
差分とする場合は処理日時点で新た
に上記に該当するデータでよいのでは
ないか

有効期間内に転出死亡等した場合や遡
及して支給決定した場合や訂正した場
合も必要ではないか

現状の受給者証の券面と同様
とする必要があることを基本と
して、「（別添１）PMH登録時の
自立支援医療設定内容」を標
準仕様書に追加して明確化し
ている
なお、差分連携に伴いPMH仕
様書が変更された場合は令和
6年度の検討で見直す予定

５
登録する項目に不明
点はないか

「性別」の扱いは既定済。その他の項
目で不明点はないか

自己負担上限額は所得区分に応じた固
定額であるため、負担率はnullで問題な
いか

６
自己負担上限額の
上乗せ支給時の扱い

標準化後も上乗せ後の自己負担上限
額を扱えるように対応する

自治体独自で上乗せ助成している場合、
上乗せした結果を設定すればよいか

７
JSON形式のAPI連携
のみで問題ないか

先行事業におけるCSVファイルを利用
したPMH連携は標準化に向けた過渡
期の対応であるため、標準化としては
API連携のみとするが問題ないか

過渡期であるため庁内連携においては
ファイル連携となっていることや、対象
件数が多いため、ファイル連携を認めて
ほしい

JSON形式のAPI連携は１回の
通信で複数件（全件）の連携
は可能であり、認証はトークン
情報をAPIのヘッダに設定する
方式である



５．検討論点３：公費負担医療のオンライン資格確認の対応(3/4)
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○ 検討論点に対する対応方針を踏まえ、3.0版案は以下のとおり対応しています。

PMH連携用の独自
上乗せに対応する
機能を追加

PMHとの連携機能
を追加

PMH連携用の独自
上乗せ項目を、受
給者証等に印字で
きる機能に修正

青字は２月WTの修正



５．検討論点３：公費負担医療のオンライン資格確認の対応(4/4)
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○ PMHへ連携する項目の設定内容は、「（別添１）PMH登録時の自立支援医療設定内容」のとおりとなります。

追加

自立支援医療に関する
設定内容を記載してい
る



６．検討論点４：指定都市要件の「再検討」等について必要な要件の追加(1/2)
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○ 第２回障害者福祉システム等標準化検討会（令和５年９月15日開催）において、「再検討」等に関する指定都市要

件は指定都市要件検討分科会で検討することとされ、以下のスケジュールで検討しています。

９月 10月 11月 12月

4 11 18 25 2 9 16 23 30 6 13 20 27 4 11 18 25

スケジュール

構成員
横浜市
堺市
福岡市
アイネス
日本電気
富士通Japan

事務局

検討① 検討② 検討③ 指定都市向け意見照会

意見集約
要件一覧
等作成

1

9/28(木)
9:30-12:00
対面+web会議

2 3

10/26(木)
9:30-12:00
対面+web会議

4

事前
確認

可否等
記載

意見
反映

事前
確認

可否等
記載

意見
反映

事前
確認

可否等
記載

意見
反映

照会
準備

可否等
記載

意見
反映

回答期限：
10/5(木)17:30

回答期限：
10/19(木)17:30

回答期限：
11/2(木)17:30

送付予定：
9/21(木)中

送付予定：
10/10(木)9:30

送付予定：
10/24(木)9:30

送付予定：
12/14(木)中

照会期間(11/13～12/1)

10/12(木)
9:30-12:00
対面+web会議

回答期限：
12/27(木)17:30

検討④

12/21(木)
9:30-12:00
対面+web会議

事前
確認 結果

共有

共有目途：
年明け

※ 検討内容は、厚生労働省HP（ https://www.mhlw.go.jp/stf/syougai_vendor_00006.html ）に掲載しています。
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○ 指定都市要件の「再検討」等について検討した結果は、以下のとおりとなります。

指定都市要件 標準化検討会（９月15日開催）の内容 最終結果

当初：２６８件
最終：３１３件

２３０件
標準化の対象外である扶養共済や地域生活支援事業に関する機能追加等であるため、指定都市分
科会での検討対象外とする

３８件
※当初

指定都市要件検討分科会で検討する ※以下、実施済
第１回：9/28、第２回：10/12、第３回：10/26、
指定都市意見照会：11/13 ～ 12/1、第４回：12/21

追加 合計 合意 不合意

４５件 ８３件 ８１件 ２件

要件の分類 合意 合意の主なもの 不合意 不合意のもの

1.データの一括更新
（３３件）

３３件

【大量処理のために必要な機能】
・各台帳画面で画像ファイル等を対象者へ複数登録
できる機能
・判定機関の判定内容に対して、区役所ごとに「決定
日」を⼀括登録できる機能 等

０件 －

2.管理項目の追加
（２６件）

２６件
【指定都市の事務処理上、必要な項目】
・補装具の項目（依頼事項区分や来所巡回区分など）
・自立支援医療の項目（医師名など） 等

０件 －

3.実装必須へ変更
（１０件）

８件

【指定都市の事務処理上、必須な機能】
・自立支援医療受給者証の出力機能
・手帳番号を自動付番
・紙手帳の出力機能 等

２件

身体障害者手帳及び療育手帳のカード
型手帳作成のための標準オプション機
能を実装必須機能にすることについては、
カード型を対応していない又は予定がな
い指定都市が複数あることからベンダ２
社より受入不可とされている

4.その他（１４件） １４件
・障害支援区分の二次審査の帳票について行政区ご
とに出力できる機能 等

０件 －

分科会で検討した合計８３件の主な合意／不合意の内訳

分科会において、処理件数が多く事務が回らない、事務処理上必要等の要望を追加 自治体・ベンダの構成員全て
が受入可と回答した項目

合意した８１件について、「（別紙２）機能・帳票要件（指定都市）」に反映しています。



７．検討論点５：指定都市要件の指定都市以外の市区町村への拡大(1/2)
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○ 指定都市向けの機能を指定都市以外に拡大するかについて、人口規模や大量処理のために必要な機能で標準

化PMOツール等で意見をいただいている要件を拡大対象として、以下のとおり整理しています。

① 指定都市要件の「成案」で2.1版に反映済の機能（３９件）のうち、指定都市以外に拡大する機能案（２件）
※「資料４_指定都市要件「成案」2.1版反映済_指定都市以外への拡大」に、拡大対象／対象外、理由、機能IDを記載
協議案_管理番号：18、45が拡大対象

② 指定都市要件の「再検討」で3.0版案で追加となった機能（５４件）のうち、指定都市以外に拡大する機能案（４件）
※「資料５_指定都市要件検討分科会における検討要件一覧_指定都市以外への拡大」に、拡大対象／対象外、理由、機能IDを記載
協議案_管理番号：1、1追-5、5、110が拡大対象

○ ①について、2.1版で策定済の機能・帳票要件（指定都市）_06.障害福祉サービス等（受給者管理）の機能ID：

0228030 を削除し、（別紙２）機能・帳票要件_06.障害福祉サービス等（受給者管理）の機能ID：0221329、0221330

に分割して追加しています。
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○ ②について、指定都市要件検討分科会において3.0版案として作成した機能・帳票要件（指定都市）_01.障害者

福祉共通の機能ID： 0228043、0228044、0228045、機能・帳票要件（指定都市）_02.身体障害者手帳の機能ID： 

0228049 を削除し機能・帳票要件_01.障害者福祉共通の機能ID：0221321、0221322、0221323、 機能・帳票要件

_02.身体障害者手帳の機能ID： 0221324に追加しています。

01.障害者福祉共通

02.身体障害者手帳



８．検討論点６：標準化PMOツールのご意見等を踏まえた見直し
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○ 標準化PMOツールのご意見等を踏まえた標準仕様書の改定は、以下のとおり対応しています。

標準仕様書
対応件数

主な対応内容
追加 修正 削除

障害者福祉システム標準仕様書（本編） １件 ３件 なし
表3-11 一括処理（標準オプション機能）に機能を追加
している

（別紙１）業務フロー なし なし なし 検討論点２で対応している

（別紙２）機能・帳票要件 81件 ５件 39件

計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書の
システム印字項目の通番6「区分」について、印字すべ
き管理項目がないため、管理項目（計画相談支援届出
区分、障害児相談支援届出区分）を追加している 等
※ 実装必須機能として追加した機能及び削除した機
能の適合基準日は令和８年４月１日としている

（別紙２）機能・帳票要件（指定都市） なし なし なし 検討論点４にて対応している

（別紙３）帳票詳細要件 ４件 17件 なし ・身体障害者手帳交付申請書、再交付申請書の申請
者枠、15歳未満の児童枠を、本人枠、保護者枠とし、
個人番号欄は本人枠のみとなるように修正している
・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手
帳の取下届を追加している 等

（別紙４）帳票レイアウト ４件 ９件 なし

（別添１）PMH登録時の自立支援医療
設定内容

なし なし なし 検討論点３で対応している

※ 正誤対応の件数は含めておりません。また、検討論点１～検討論点５による対応は含めておりません。

具体的な対応内容（正誤対応を含む）は、11月WT、１月WT、２月WT資料に記載しています。

検討中の内容を含む



９．２月WT後の標準仕様書の変更点(1/5)
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○ ２月WT後の標準仕様書は、以下のとおり修正しています。

No ご意見・ご質問の内容 3.0版案の修正内容

１

【検討課題一覧 No.101】

障害者福祉システムの機能の一部

を別システムにおいて調達する場合、

データ要件・連携要件の適合確認で

は切り出した機能は切り出した先の

システムで適合確認し、障害者福祉

システムで適合確認しない場合にも

対応する必要があるため、切り出す

機能を特定する必要がある。

例示する書きぶりであるが、４機能（精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療（精神通

院医療）、自立支援医療（育成医療）、特別児童扶養手当）に限定する書きぶりで問題

ないと考えるため、記載ぶりを変更いたしました。

○変更箇所

第１章 本仕様書について

３．本仕様書の内容



９．２月WT後の標準仕様書の変更点(2/5)
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No ご意見・ご質問の内容 3.0版案の修正内容

２

【第４回WT意見集約一覧 No.19】

（別紙２）機能・帳票要件.pdf

機能ID：0220028、0220029、0220030、

0221259

いずれも実装必須（サブユニットに

よっては標準オプションや実装不可

もありますが）の機能ですが、 [適合

基準日]の欄に「標準オプション機能

であるため未規定」と記載されていま

す。これは誤記で、「令和8年4月1

日」が正しいでしょうか？

ご指摘のとおりとなりますので、適合基準日を「令和8年4月1日」に修正しました。

３

【第４回WT意見集約一覧 No.13】

機能ID：0220863、0220942、

0221013

要件の考え方・理由に以下の記載が

追加されているが、この内容は機能

要件として記載すべき内容ではない

かと考えており、機能ID：0220870の

機能要件に追加する必要があると考

えます。

「受給者番号が誤っていた場合は気

づける仕組みとすること。」の記載は、

要件の考え方ではなく、機能としての

実装が必要なものであると想定して

いるため

ご意見のとおり、チェック機能となるため「要件の考え方・理由」への記載ではなく、「機

能要件」へ記載するよう修正しました。なお、機能ID：0220870、0220949、0221023は受

給者番号の自動付番機能であるため機能ID：0221365、0221366、0221367に対応させ

ていただきました。

「要件の考え方・理由」に記載の
内容を「機能要件」へ記載



９．２月WT後の標準仕様書の変更点(3/5)
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No ご意見・ご質問の内容 3.0版案の修正内容

４

【検討課題一覧 No.104】

PMHに関するベンダーの相談を受け

る中で、自立支援医療の標準仕様書

において、「JASON形式でのAPI連

携」が要件とされている点について、

CSV形式ではだめなのかという問い

合わせがあった。過去に厚生労働省

より同様の質問を受けており、

「JASON形式でのAPI連携」と回答し

ているため標準仕様書へ当内容が

規定されていると思われるが、引き

続きCSV形式の連携も検討したいと

考えている。

標準仕様書の該当機能の要件の考え方・理由欄へ「CSVファイルの添付によるAPI連携

機能の追加について、令和６年度に検討する予定である。」と記載し、令和6年度に検討

とさせていたただきます。※機能ID：0221278、0221287、0221295

５

【第４回WT意見集約一覧 No.17】

帳票ID：0220189 07.審査依頼書

07.審査依頼書 通番17 「障害名」に

ついて

「公費負担となる障害名」を印字する

解釈でよいか、ご教示いただきたい。

ご意見のとおり、「公費負担の対象となる障害」を印字となりますが、記載が不適切であ

るため、「印字編集条件など」を「育成医療の管理項目「公費負担の対象となる障害」を

印字する」に修正しました。

管理項目の「公費負担の対象となる障害」に修正

CSVファイルの連携は令和６年度に検討予定を追記
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No ご意見・ご質問の内容 3.0版案の修正内容

６

【第４回WT意見集約一覧 No.1】

機能ID：0221303の【管理項目】では

「借受中間変更月」と規定されている

が、※２の注釈のなかでは「借受中

間変更開始月」と記載されている。同

一項目であれば表記を揃えるべきと

考える。

※２の注釈に記載してある「借受中間変更開始月」は管理項目にて「借受中間変更月」

と規定した項目と同一項目であり、ご指摘のとおりのため「借受中間変更月」に訂正さ

せていただきました。

○変更箇所

機能ID：0221303

７

【第４回WT意見集約一覧 No.16】

帳票ID：0220213 03.判定通知書

03.判定通知書 通番10 「補装具」

を削除していただきたい。

様式中に「補装具」欄もなく、かつ、

「判定依頼事項」欄に用具名称を記

載する運用を想定されていることか

ら、通番10は不要と思われるため。

ご意見のとおり、誤記であるため、03.判定通知書の通番10「補装具名」は削除しました。

通番10の「補装具名」を削除
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No ご意見・ご質問の内容 3.0版案の修正内容

８

【第４回WT意見集約一覧 No.2】

機能ID：0221155の不支給の管理

について、国制度手当と同様に受給

者単位の管理で運用が足りることか

ら、受給者単位の管理に変更したと

あるが、複数児童が対象となってい

て、そのうち１名分の診断書が遅れ

た場合はどのように管理すればよい

か。

支給・不支給の処理自体は受給者に対するものであるため、受給者単位の管理に変更

しております。不支給の根拠として、対象児童が複数かつ診断書が遅れた児童につき

ましては、管理対象となる件数が少ないことから専用の管理項目を設けるのではなく、

管理項目の「不支給理由」で管理すれば足りると考えております。

これらのことから、要件の考え方・理由欄に、以下の内容を追加いたしました。

「支給対象障害児が複数かつ一部の支給対象障害児が有期認定の更新が遅れた場合

等は不支給理由で管理する。」
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10．主な継続検討事項や確認事項

No 継続検討・確認事項 検討の概要 対応の方向性

１

令和６年４月施行の
障害者総合支援法
等の一部改正の対
応

現時点において、「審査支払等システムのイ
ンターフェース仕様書（案）」に対しては標準
仕様書の見直しは不要と考えており、3.0版
案に反映していない。

「介護給付費等に係る支給決定事務等について」や「障害
児通所給付決定事務等について」の案を確認の上、必要に
応じて3.0版に反映する可能性がある。
なお、令和７年10月利用開始の就労選択支援の創設に伴
う標準仕様書の見直しは、令和６年度を想定している。

２
特別児童扶養手当
証書の廃止に伴う
対応

省令改正案を踏まえた3.0版案について、11
月WTで検討し、全国意見照会のご意見等を
反映した内容を２月WTで検討しており、省令
改正案を踏まえた対応は完了している。

令和５年政令第317号において、証書の廃止について令和
６年７月１日に施行することとなっているが、現時点におい
て省令改正検討中であるため、省令改正案のパブリックコ
メント等を踏まえ、3.0版に反映する可能性がある。

３
令和６年度税制改
正の「定額減税」の
対応

「令和６年度税制改正の大綱」（令和５年12
月22日閣議決定）における所得税・個人住
民税の定額減税の扱いについて、厚生労働
省で検討中となっている。

障害福祉サービス等、自立支援医療、補装具における所得
区分判定が市町村民税所得割額（定額減税前）となる場合
は、「障害福祉サービス・障害児通所支援等の利用者負担
認定の手引き」の案や事務連絡の内容等を確認の上、必
要に応じて3.0版に反映する可能性がある。

４
障害児補装具の所
得制限撤廃の対応

「こども未来戦略会議」（令和５年12月12日
内閣官房 開催）における、障害児に関する
補装具費支給制度の所得制限の撤廃の扱
いについて、こども家庭庁及び厚生労働省で
検討中となっている。

所得区分が「４．一定所得以上」となる申請者が「３．一般」
になるのであれば、標準仕様書の見直しは不要と考えてい
るが、事務連絡の内容等を確認の上、必要に応じて3.0版
に反映する可能性がある。

５
標準化PMOツール
等のご意見による対
応

公費負担医療のオンライン資格確認を医療
機関で行うにあたり、紙の受給者証の扱いに
ついては未検討となっている。

自立支援医療のオンライン資格確認に伴う受給者証の扱
い等、令和６年度以降の検討としているご意見については、
令和６年度に申し送りしている。

なお、上記以外に次の事項についても対応する可能性があります。

・政府方針や国施策、追加の事務連絡等により影響がありかつ対応が必要な事項

○ 主な継続検討事項や確認事項は、以下のとおりとなります。
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